
「今後の住宅・建築物の省エネルギー対策のあり方について」（第二次報告）の概要①

・パリ協定を踏まえた2030年度における温室効果ガス排出量の削減目標の達成等に向け、住宅・建築物分野において、2030年度の
エネルギー消費量を2013年度と比較して約２割削減することが必要 ⇒住宅・建築物の省エネ性能の向上を図ることは喫緊の課題

Ⅰ．はじめに

Ⅱ．新築住宅・建築物の省エネルギー基準への適合の確保

・届出制度は、省エネ基準への適合審査に係る業務負担等のため、
基準不適合物件への指示・命令等を行えていない所管行政庁が存在

・小規模住宅及び小規模建築物については、建築主が省エネ性能に
ついて理解していない場合が多い一方、建築主が居住者・利用者に
なることが多く、省エネ性能の情報が提供されれば建築主の行動変容
につながる蓋然性が高い

【大規模住宅・中規模住宅】
・民間審査機関の評価を受けている場合、適合審査の手続を簡素化し、
所管行政庁の業務負担を軽減することで、基準不適合物件等への
対応の強化につなげることが適当

【小規模住宅・小規模建築物】
・建築士に対して、建築主の意向を把握した上で、建築主に省エネ
基準への適否等の説明を義務付ける制度を創設し、建築主の
行動変容を促すことが適当

（２）適合義務制度の対象範囲の拡大と併せて推進すべき施策

・建築士から建築主に対する説明義務制度の創設等にあたり、全ての
中小の工務店や設計事務所等が省エネ基準等に習熟すること等が必要

・省エネ基準の大幅な簡素化や、伝統的構法の住宅の省エネ基準の
合理化等について検討することが必要

（３）省エネルギー基準のあり方

・省エネ性能の向上の必要性や効果について、消費者に情報発信する
ことが必要

・光熱費の低減だけでなく、断熱化により、室内の温熱環境の改善や、
ヒートショックの防止等の居住者の健康維持等につながることに
関し理解を促すことが必要

（４）消費者に対する情報発信

・建築物の規模・用途ごとに、省エネ基準への適合状況、エネルギー
消費量、関連事業者の設計・施工等の実態、審査体制、省エネに
関する投資の費用対効果、市場への影響等を十分に勘案する必要

・住宅及び小規模建築物は省エネ基準への適合率が比較的低いなど、
適合義務制度の対象とした場合、市場の混乱等を引き起こすことが
懸念

【大規模建築物・中規模建築物】
・大規模建築物に加え、省エネ基準への適合率が91%と比較的高い
など、市場の混乱等のおそれのないと考えられる中規模建築物を
適合義務制度の対象とすることが適当

（１）適合義務制度の対象範囲の拡大

※大規模：延べ面積2000㎡以上
中規模：延べ面積300㎡以上2000㎡未満
小規模：延べ面積300㎡未満
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Ⅲ．高い省エネルギー性能を有する新築住宅・建築物の供給促進

「今後の住宅・建築物の省エネルギー対策のあり方について」（第二次報告）の概要②

Ⅳ．既存住宅・建築物の省エネルギー性能向上

・本報告でとりまとめた対策が適確に実施される等の前提で行った試算によれば、新築の住宅・建築物において実現すべきエネルギー削減量の達成は
可能であると見込まれている

・国交省は本報告を踏まえた必要な制度見直し等を速やかに実施すべき。また、2050年までに80%の温室効果ガスの削減を目指すといった長期的な
目標の達成も見据え、住宅・建築物の省エネ性能の実態等を継続的に把握し、制度の不断の見直し等を図っていくべき

Ⅴ．おわりに

・注文戸建住宅や賃貸アパートの建築を大量に請け負う者は、住宅の
省エネ性能の決定に大きな役割を果たしていることや、その供給戸
数が新築住宅の中で大きな比重を占めていることを踏まえ、省エネ
性能向上に係る取組を促進することが必要

・注文戸建住宅や賃貸アパートの建築を大量に請け負う住宅事業者を
住宅トップランナー制度の対象に追加することが適当

（１）大手住宅事業者等の取組の促進

・単棟の住宅・建築物の省エネ性能向上の取組に加え、複数の住宅・
建築物が連携して全体として更に高い省エネ性能を実現しようと
する面的な取組を進めることも重要

・複数の住宅・建築物の連携による省エネ性能向上の取組を、
高い省エネ性能を有する住宅・建築物に対する容積率特例に係る
認定制度の対象とすることが適当

（２）複数の住宅・建築物の連携による面的な取組の促進

・関係省庁の連携による支援等により、近年、供給に取り組んでいる
事業者が増加し、その普及が進んでいる状況

・引き続き、支援等を行うとともに、蓄電池等の現行の省エネ基準
ではその効果が十分に評価できていない技術の評価手法の検討等を
進めることが必要

（３）ZEH、ZEB、LCCM住宅の普及促進

・新築時における措置に比べて一般的にコストが高くなることや、
省エネ性能の確認が容易ではないなど、様々な課題がある

・長期間利用する室（リビング等）の省エネ改修など部分的・効率的な
改修の有効性等を検証しつつ当該改修を促す方策や、省エネ性能を
簡易に診断・評価する手法の検討等が必要

・省エネ改修の実施等により高い水準の省エネ性能が確保されたもの
が市場で適切に評価され、消費者等に選択されるような環境整備を
図ることが重要

・住宅事業者に対し住宅情報提供サイト等への省エネ性能の表示を
促す方策や、光熱費の削減効果等の表示方法の検討等が必要

（２）住宅・建築物の流通段階における省エネ性能表示の促進

2

（１）既存住宅・建築物の省エネ改修や省エネ性能の診断・評価の促進


